Ⅱ－２不動産の譲渡と取得時効、相続による占有の承継
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発表者：浅田、塚越、大城
	　Ｙ（1969年生まれ）は、1992年4月4日に死亡した実業家Ａの子である。また、Ｚは、Ａの妹であり1975年6月10日に死亡したＢの子であって、Ａ死亡前から、Ａの片腕としてその事業活動に協力をしており、Ａ死亡後はその事業を引き継いで、中心的な役割を果たしている。Ｚは、現在、甲地上に存在する乙建物に居住している。Ｙは、Ａの生前、Ａから次のような話を聞かされていた。Ａの語ったところによると、甲地は、Ａがその父Ｐから親族一同の面前で1980年5月5日に譲り受けたものである。その際、Ａは、Ｐから、甲地を駐車場や資材置き場など末代までＡとその家族が好きなように使ってよいが固定資産税はＡとその家族が支払うこと、甲地の登記名義はＰが死ぬまで本家のＰの名義のままにしておいてほしいこと、そして、甲地を売却して金に換えたいときには、あらかじめＰに相談するようにと言われた。Ａはその約束を守り、自分の資金を出してＰ名義の銀行預金口座を開設し、そこから甲地について固定資産税が自動引き落としできるように手続をしておいた。また、譲り受けたその日から、Ａは、車を駐め、また、バラックを建てて物置きとして使用し始めたが、やがて、同地上に乙建物を建てて、1985年6月6日付けで自己名義の保存登記をし、同年7月1日ごろから居住を開始した。
　さて、1992年4月4日にＡが死亡したとき、Ｙは石油会社の外国駐在員の職についてナイジェリアに滞在し、油田の試掘に奔走していた。Ｙは、すぐには帰国がかなわず、その後に勤務していた会社を退職し、ようやく帰国して当地に到着したのは、1995年6月6日のことであった。それ以降、Ｙは当地にとどまり、Ａの事業を引き継いだＺやＡの同僚達に誘われ、共同で事業活動をおこなっている。
　甲地の所有名義は、現在、Ｘとなっている。記録上では、2001年1月10日付けでＰからＸへの売買を原因とする所有権移転登記がされている。このことに気付いたＹがＰに問い合わせたところでは、登記簿の記載を見て甲地の購入を申し入れたＸに対し、Ｐは、2001年1月10日、代金1500万円で甲地を売却したとのことである。Ｐは、甲地をＡとその家族に無償で貸しただけであって、譲ったつもりではなかったとも述懐している。Ｘも、同様のことをＰから聞かされていた。甲地の売買にあたり、ＸからＹへの照会その他の申入れは何もなかった。
　他方、乙建物については、相続を原因として、1995年7月14日付けでＡからＹへの所有権移転登記がされている。また、ＹＺ間では、2001年12月12日付けの乙建物の売買契約書があり、売買代金800万円に相当する金額が同日、ＺからＹの預金口座へと振り込まれている。しかし、Ｚへの所有権移転登記はされていない。ＺからＹに対しては、甲地の賃借料として年額100万円が支払われている。Ｚは、契約日から、乙建物で起居している。
　なお、甲地の固定資産税は、Ｘに登記名義が移転するまで、絶えることなくＡが開設した前記のＰ名義の預金口座から引き落とされていた。
　現在は、2005年8月8日とする。


（１）Xは乙建物の収去と甲土地の明け渡しを求めたい。
本問においてPは自分が所有していた甲土地をAに譲り渡しておきながら、Xに対しても同土地を売却しており、これはいわゆる二重譲渡に当たる。このような状況において、第三者との間でその土地の所有権を主張するには対抗要件（登記）が必要となる。Xは甲土地の登記を有しており、所有権に基づく物権的請求権を行使することが考えられる。ここで、その相手方が問題となる。
（a） XはZを相手方として、乙建物の収去と甲土地の明け渡しを求めることができるか。
＜物権的請求権＞
物権の内容を実現するために認められる請求権。物権とは直接的に物を支配する権利であるが、他人により物権が侵害されることも起こりうるため、物権に基づいてその侵害を排他する権利が物権的請求である。物権的請求権の直接の規定は民法の条文に載っていないが、物権はその排他性ゆえに当然に物権的請求権を有していると解される。
本門では物権的請求権の一つである物件的返還請求権の問題となる。
Xは乙建物をYから買いうけ実際に居住している実質的所有者であるが、登記は依然としてYのもとにある。またXは年額100万円を払うことでYから甲土地を借り受けている。本件のような場合Xをその請求権の相手方にできるかだろうか。
学説は以下二つの説がある。
· 実質的所有者責任説
・　登記名義人責任説
しかしこのどちらの学説も、現に建物を所有し土地を占有しているものを相手にして請求できるという点に関しては争いがない。
・　判例の立場
現実に建物を所有することによってその土地を占拠し、土地所有権を侵害している者を相手方としなければならない。建物所有者は建物の所有を通じて土地を占有しているので、土地の返還請求権を実現するためには建物を収去しなければならないが、建物を収去できるのは建物所有者に他ならない。
・　あてはめ
Zは乙建物の登記は有していないものの、Yから８００万円に相当する代金と引き換えに乙建物を買い取っており、またこう土地に関してはYから年額100万円を払うことで借り受けている。Xは実際その場所に居住しており、実質的な所有者とみなすことができる。よってXが甲土地の所有権を対抗できる場合にはZに対して乙建物の収去と甲土地の明け渡しをもとめることができる。
（１）（ｂ）Ｘは、Ｙを相手方として、乙建物の収去と甲地の明渡しを求めることができるか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
物権的返還請求権の相手方は、現に無権限で他人の物を占有している者、または妨害物の所有者など他人の物への侵害状態を除去しうべき地位にある者である。したがって本問においては乙建物を所有し、甲地を占有するＺである。
しかし、2001年12月12日にＹＺ間で乙建物の売買契約が成立し、Ｚが所有権を取得して乙建物を占有しているが、Ｚへの所有権移転登記はされていない。そのため、乙建物の登記名義はＹのままとなっている。
そこで、乙建物を占有していないＹに対して、Ｘが、土地所有権に基づき建物収去土地明渡しを求めることができるかが問題となる。
この点につき、以下の２つの説がある。
・実質的所有者責任説
結論：現に建物を所有し、土地を占有する者を相手にして請求すべきとする説。
理由：①現に建物を所有しその支配権能を有する者が建物所有を通じて敷地を占有し
ていると認定すべき。
　　　　　②建物を取り壊す権限を有しない者に対し収去を命じてもこれを実現できない。
　　　　　③既に建物所有権を譲渡した登記名義人が建物の収去義務を負わされ、建物の実質的所有者が建物の収去義務を免れるのは不合理である。
・登記名義人責任説(判例・通説)

結論：現に土地所有権を侵害している者だけでなく、自らの意思に基づき登記を取得した者を相手にして請求できるとする説。
理由：①土地所有者が建物譲渡人に対して所有権に基づき建物収去・土地明渡しを請求する場合の両者の関係は、土地所有者が地上建物の譲渡による所有権の喪失を否定してその帰属を争う点であたかも建物についての物権変動における対抗関係に似た関係にある。
　　　②建物の実質的所有者だけが相手方であるとすれば、土地所有者はその調査の困難を強いられるし、相手方が容易に建物所有権の移転を主張して建物収去請求を困難にするのは妥当ではない。
　　　③所有者たる外観を作出し存続させている者が自らの所有権の喪失を主張することは信義にもとり公平の見地に照らし許されない。
　　　④建物収去は代行執行によりなされ登記名義人は収去費用を負担するが、後に実質的所有者に求償できる以上、不都合はない。
　　　⑤自己の意思に基づかず登記名義人となった者又は実質的所有者となったことのない登記名義人に建物収去義務を負わせることはあまりに酷である。
以下、判例通説の立場である登記名義人責任説に基づいて検討する。
＜あてはめ＞
甲地についての所有権の所在が明らかでないため、以下場合分けをして考える。
1 ＸがＹに対して甲土地の所有権を対抗できない場合
Ｘはそもそも甲土地の所有権を取得していないので、物権的請求権を有しない。したがって、ＸはＹに対して乙建物の収去と甲地の明渡しを求めることができない。
2 ＸがＹに対して甲土地の所有権を対抗できる場合
2001年12月12日にＹＺ間で乙建物の売買契約が成立し、Ｚが所有権を取得したが、Ｚへの所有権移転登記はされていない。そのため、乙建物の登記名義はＹのままとなっている。Ｙは他人の土地上の乙建物の所有権を取得し、自らの意思に基づいて所有権取得の登記を経由している以上、乙建物の登記名義を保有する限り、土地所有者Ｘに対し、乙建物所有権の喪失を主張して建物収去・土地明渡しの義務を免れることはできない。
したがって、ＸはＹに対して、乙建物の収去と甲地の明渡しを求めることができる。
（2）Ｘが甲地について権利主張するために準備を始めたとの話を聞きつけたＹは、先手を打って、自分が甲地所有者なのだから甲地の所有名義を自分のものにしたいと考えた。
文責　浅田
（a）Ｙは、Ｘに対して、どのような観点から請求していけばよいか。
今回は、Ｙが、甲土地を一定期間以上占有していることから、取得時効に基づく所有権移転登記手続請求を請求できると考える。

所有権の取得時効　162条
①二十年間、所有の意志をもって、平穏に、かつ、公然と他人の物を占有した者は、その所有権を取得する。
②十年間、所有の意志をもって、平穏に、かつ、公然と他人の物を占有した者は、その占有の開始の時に、善意であり、かつ、過失がなかったときは、その所有権を取得する。
ここで問題となるのが占有開始の起算点をいつとするかである。
Ⅰ）Aが父Ｐから親族一同の前で譲り受けた1980年5月5日とするか、
Ⅱ）Aが死亡し、甲地をＹが相続した1992年4月4日とするか
の２点が考えられるが、今回はⅡとする。（説明については後で）
要件162条
1.　ある時点で占有していたこと
2.　1の時から20年間経過した時点で占有していたこと
3.　援用権者が相手方に対し時効援用の意思表示をしたこと
（2項）
4.　2の占有期間が20年間ではなく、10年間経過していること
5.　占有開始時に善意であることについて無過失であること
しかし、今回の場合のＸは第三者である。判例は、民法177条の対抗要件主義に服する物権変動の変動原因について無制限説にたつ（大連判明41・12・15）。したがって、第三取得者Ｘとの関係では、取得時効による物権変動も民法177条に服する（最判昭33・8・28）。

不動産に関する物権の変動の対抗要件　民法177条
不動産に関する物権の得喪及び効果は、不動産登記法その他の登記に関する法律の定めるところに従いその登記をしなければ、第三者に対抗することができない。
そこで、判例では、第三者との関わりでは、第三者の関わる時期の違いによって、折衷的な解決を図ってきた。
（ア）時効取得者と原所有者の関係では、時効取得と同時に時効完成時の所有者が権利を喪失することから、両者は承継取得における「当事者たる地位」にあるとされ、時効取得者の権利主張には登記不要とされる（大判大7・3・2）。
（イ）時効完成前の第三取得者は、（ア）からして、時効完成前の所有者の地位にあり、時効取得者に対して「当事者たる地位」にあるから、時効取得者の権利主張には登記を要しない（大判大9・7・16）。第三取得者が時効完成時の所有者であった以上、その者が時効完成前に登記を経由していた場合（最判昭41・11・22）も、時効完成後に登記を経由した場合（最判昭46・11・5）も同様である。
（ウ）時効完成後の第三取得者は、時効取得者に対して、原所有者を起点とする二重譲渡があった場合と同様の関係にたつから、時効取得者の権利主張には登記を要する（大連判大14・7・8）。
今回の場合、Ｙが占有を開始した時点は1992年4月4日であり、Ｘが甲地を購入・登記したのは、2001年1月10日であるから、（イ）にあたる。
・あてはめ
本文から、A死亡時もＺやその同僚たちが事業活動を行っていたことから、1992.4.4の時点で占有していたということが出来る。－1

また現在の日付が2005.8.8.であることから、占有期間は10年間経過している。－4
Ｙは、Aの生前に、甲地はＰから譲り受けたもので、甲地を駐車場や資材置き場など末代までAとその家族が好きなように使っていいことをAから聞いていた、さらに固定資産税はAが払っていたことなどから、Ｙは善意無過失であると考えられる。－5

Ｙが訴えを提起しようとしていることから時効援用の意思表示はある。－3

さらに、第三取得者との関係でも時効完成前の第三取得者にあたるので、登記不要とするのが妥当である。－（イ）
以上から即時取得に基づき、ＹはＸに対して所有権移転登記手続請求をできると考える。
（b）Ｙからの請求を受けたＸは、どのような観点からその請求に対して反論をしていけばよいか。考えられる反論をとりあげて、検討せよ。
考えられる反論として２点考えました。
1.Ｙが占有を開始した時期において、善意無過失ではなかった。
2.Aの占有は他主占有であるから、その相続をしたＹも他主占有にあたり、他主占有には何十年占有したとしても即時取得が適用されない。
（ア）Ｘとしては、それぞれの反論の中で、どのような主張をすべきであるか。
1.について、Ｙは、生前Aから甲地についての話を聞かされていて、登記名義がＰになっていることを知っていたから、Aの土地だと信じたことについて過失がある。また、甲地を売却して金に換えたいときには、あらかじめＰに相談するようにと言われていることからも、甲地が完全にAとその家族のものになっているということができない。よって善意無過失を要求する162条2項は適用されず、1項より20年間占有することが求められ、1992年4月4日からだと2012年4月４日まで必要である。現在は2005年8月8日なので、即時取得は成立しない。
2.ここで問題となるのが、AとＰの両者の意見が食い違っている点である。
Aは父Ｐから土地甲を譲り受けたとしているのに対し、Ｐは、土地甲をAとその家族に無償で貸しただけであって、譲ったつもりはなかったと述懐している。
Aが言っているように、土地を譲り受けたのであれば、自主占有にあたり、1980年5月5日から占有しているAとＹは、たとえ悪意であったとしても、Ｘに対しても即時取得を主張することができる。
しかし、Ｐが言っているように、土地を借りているだけであれば、他主占有にあたり、甲地を何十年間占有したとしても、即時取得を主張することができない。
今回の本問からだけでは、判断が難しいが、甲地の名義がＰになっていることからも、Ｘが他主占有を主張することができると考えられる。
（イ）これに対して、Ｙは、どのような再反論をしていけばよいか。
1.に関しては、確かに名義はＰの名義になっていたものの、それは父から聞かされていた話の内容にあり、親族一同の面前で譲り受けたこと、固定資産税はAとその家族が支払っていたこと、賃料を支払うなど他主占有を前提とした行為をした経緯がないことからも、自分のものと思うにつき、Ｙに過失はなかったと思われる。
2.に関しては、確かに1980年5月5日時点では他主占有であったか、自主占有であったかは不明である。しかし、相続により開始したＹの占有は二面性を有することが認められている。（民法187条）

占有の承継　民法187条
①占有者の承継人は、その選択に従い、自己の占有のみを主張し、又は自己の占有に前の占有者の占有を併せて主張することができる。
②前の占有者の占有を併せて主張する場合には、その瑕疵をも承継する。
この問題につき、最高裁判所は、他主占有をしていた被相続人の死亡により相続人が開始した固有の占有が自主占有となることを認める判断を示した（最判昭46・11・30）。
「相続人が、被相続人の土地建物に対する占有を相続により承継したばかりではなく、新たに目的物件を事実上支配することにより固有の占有を開始したものというべきであり、相続人に所有の意志があるとみられる場合においては、被相続人の死亡後民法185条にいう『新権原ニ因リ』自主占有をするに至ったものと解するを相当とする」とした。
また、最判平8・11・12では、民法186条の「所有の意志」について、他主占有者の相続人による「所有の意志」に基づく独自の占有が新権原に当たるか否かに言及することなく、「所有の意志」の立証について、一般的には、占有者は所有の意志で占有するものと推定されるから、占有が自主占有に当たらないことを理由に取得時効の成立を争う者は、占有が他主占有に当たることについての立証責任を負う。他主占有者の相続人が独自の占有に基づく取得時効の成立を主張する場合において、占有が所有の意志に基づくものであるといい得るためには、取得時効の成立を争う相手方ではなく、占有者である当該相続人において、その事実的支配が外形的客観的にみて独自の所有の意志に基づくものと解される事情を自ら証明すべきものと解すると判示した。
この結果、一般の場合における他主占有の判断に際して考慮される諸事情は、「相続人の所有者らしい振る舞い」と相容れない場合には積極否認事実、両立する場合には「所有者らしい振る舞い」から所有の意志を認定することを妨げる間接反証事実として位置づけた。
あてはめ
今回の場合には、甲地の固定資産税は、Ｘに名義が移転するまで、絶えることなくAが開設したＰ名義の預金口座から引き落とされていたこと、甲地上にある乙建物をＹＺ間で売買し、甲地の賃借料として年額100万円が支払われていること、以前に賃料を支払うなど他主占有を前提とした行為をした経緯がないことから、所有の意志を客観的・外形的に見ても認識することができる。
よって、ＰからAに渡った時点では、自主占有か他主占有かは不明であるが、少なくとも、AからＹに相続されたときには、自主占有であるということができる。
そして、上記1.から善意無過失であるということがいえるから、10年間占有しているＹは、Ｘに対して、取得時効に基づいて所有権移転登記手続請求を請求できると考える。
以上
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